
































































































































































































































































































































象とした法律修士（Jurist Master）が存在し，法学修士（Master in Law）も大
学で法学を専攻してない大学生を募集するので，大学法学部で法学を専攻しな
い学生が法学教育機構で修士，あるいは修士以上の学位を取得すれば，その受
験を認められる。この規定によって，中国の統一法律職業資格試験は史上初め
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て，法学教育と制度上のつながりを構築したことになる。
　受験資格の枠組みでは，例外もある。大学卒業であれば，専攻を問わずに，
3年間の法律関係の経験（例えば裁判所の職員）があれば，その受験を認める
というカテゴリーは，実際は法学教育を必要としていなかった統一司法試験の
受験資格の枠組みを維持しているように見える。
　「三年間の法律関係の経験」という表現はすごく曖昧で，今後具体的な認定
方法を必要とする。また，第22条によると，この「弁法」を実施する前に法学
専攻に在籍中，大学卒業，若しくはそれ以上の法学専攻の学歴を取得した者，
又は法学専攻でない大学卒業若しくはそれ以上の学歴を取得した者は，受験を
認められる。
　つまり，2018年を含めて，その前に大学卒業又はそれ以上の学歴を取得した
者は引き続き新しい統一法律職業資格試験に出願することができる。この規定
により，受験資格が大幅に緩和された。
　以上，見て来た通り今回の統一法律職業資格試験の発足に伴い，試験の内容
と方式が大幅に変わる。過去のような一発試験で四つのテストを行ったような
ことを止め，客観的な問題を問う第一段階と，小論文と事例分析で主観的問題
を出題する第二段階とに分けて行うことになる。第一段階を通過しなければ，
第二段階の試験には参加できない。第二段階に合格すると，最終的に統一法律
職業資格試験を合格したことになる。
　また，第一段階を通過し，第二段階で不合格の場合は，次年度までその効力
を保つことができる。法律の条文を暗誦することを避けるために，第二段階の
試験場では『六法全書』のような試験用法律条文集を用意しておく。
　要するに，新しい統一法律職業資格試験を概観すると，日本の旧司法試験制
度と似たところが見られる。また，一定の特例を認めるが，法学教育を受けな
いと，受験ができないという発想も日本の新司法試験制度の「プロセス養成」
の理念も反映されている。
おわりに
　中国の統一法律職業資格試験は法律職域を拡大して定立した。また，中国の
大学での法学教育を変えずに，新しい制度を発足させた。この 2点は日本の法
曹養成制度改革のアプロ―チとずいぶん違う。しかし，中国では650以上の法
学部，法学研究科があり，そのレベルがバラバラであり，大学における法学部
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教育と司法試験を連携させて，日本のように，「点」だけではなく「プロセス」
を通して，法治社会を支える法曹を養成できるかどうかは，まだまだ未知数で
ある。新制度がどのような効果を発揮するかは，法制度の実施を担う新しい法
律職業資格を取得した人材が，法制度をどのように具現化するかという比較法
の観点から見ても有意義で興味深い研究課題である。
